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（１） 　主には、拙稿「物権的請求権の相手方（一、二・完）」広島法学 31 巻４号 55 頁以下、
34 巻４号 37 頁以下（2008、2011 年）、同「土壌汚染と物権的請求権（一、二・完）」
広島法学 37 巻１号 199 － 226 頁、39 巻３号 43 － 76 頁（2013、2014 年）、同「〔基調
報告２〕土砂災害と私法的対応」広島法科大学院論集 12 号 345 頁以下（2016 年）にお
ける研究の過程で、意識するようになってきたものである。
（２） 　田處博之「土地所有権は放棄できるか－ドイツ法を参考に」論究ジュリスト 15 号 87
頁以下（2015 年）。本稿も、田處教授の論文を大いに参考とさせていただいた。なお、





























（４） 　田處・前注（2）82 頁参照。なお、前注（3）の平成 28 年松江地裁判決の解説（訟務
月報 62 巻 10 号 1675 頁）では、土地の所有権放棄に関連する裁判例として、大津地裁
昭和 53 年１月 23 日判決（訟務月報 24 巻 10 号 1925 頁。同判決の控訴審判決である大










　第１審：松江地裁平成 28 年５月 23 日判決（訟務月報 62 巻 10 号 1671 頁）
　控訴審： 広島高裁松江支部平成 28 年 12 月 21 日判決（判例集未登載、
LEX/DB：文献番号 25545271）
【事案の概要】





されている。土地１：山林（23,084 ㎡）。平成 26 年度の固定資産税評価額は 47 万円余




れている。（ⅰ）本件各土地は、昭和 10 年３月 22 日当時、Ｘの曾祖母Ａが所有していた、
（ⅱ）相続により、Ｂ（Ｘの父親）が本件各土地の所有権を取得し、平成 26 年９月 18
日に相続登記がなされた、（ⅲ）平成 26 年 10 月１日、本件各土地をＢがＸに贈与し、




























Ｘの主張を前提としても、）（ⅰ）境界確定に要する費用＝ 49 万 5482 円（土地１）＋
２万 5194 円（土地２）を下らず、（ⅱ）巡回警備に要する費用＝１回あたり 3320 円を
下らず、（ⅲ）単管柵の設置に要する費用＝ 3万 1479 円／ 10m×約 320m（土地 1、境
界の距離）、（ⅳ）草刈りに要する費用＝ 10 円／ 1㎡×1631 ㎡（要・草刈り）を下らず、
（ⅴ）枝打ちに要する費用：899 円／ 1本を下らずとのこと。
（８） 　紙幅の関係上、本稿では、判決内容の詳細は省略せざるを得ないことをお断りして
おく（なお、詳細については第１審の詳細は訟務月報 62 巻 10 号 1678 頁以下、控訴審
の詳細は現時点では LEX/DB：文献番号 25545271 を参照のこと。また、両判決につい






























る不動産登記法 14 条地図（同法 14 条１項参照）についてのＹの不動産登記法上の責
任懈怠に関するＸの主張に対する判断等もなされている（いずれも否定）が、紙幅の
関係上、詳細については省略する。
















































































（14） 　例えば、我妻栄『新訂民法総則』（岩波書店・1965 年）31 頁等参照。
（15） 　なお、すでに指摘したように、個別の権利については、放棄に関する明文規定が置
かれていることは周知の通りである（例えば、所有権に関連して共有持分の放棄（民
法 255 条）等、その他の物権関連では地上権・永小作権の放棄（民法 268、275 条）、


























（16） 　本稿では、富井政章『訂正・民法原論・第一巻総論』（大正 11 年合冊版（の復刻版、
































（20） 　本稿では、富井政章『訂正・民法原論・第二巻物権』（大正 12 年合冊版（の復刻版、

























（22） 　河上正二『物権法講義』（日本評論社・2012 年）。以下、本文の内容は、同書 44 頁以
下、182 － 183 頁による。
（23） 　富井・前掲書（前注（16））376 頁参照。また、富井・前掲書（前注（20））83 頁も
参照。
（24） 　本稿では、梅謙次郎『訂正増補・民法要義・巻之二物権編』（明治 44 年版（の復刻版、
有斐閣・1979 年））を参照した。















































（27） 　民法 206 条との関係で放棄について述べるものには、例えば、河上・前掲書（前注（22））
256 － 257 頁、安永正昭『講義　物権法・担保物権法［第２版］』（有斐閣・2014 年）
130 頁、平野裕之『物権法』（日本評論社・2016 年）262 頁以下（特に 264 頁、また
207 頁も）等参照。





































れている（最高裁昭和 23 年４月 13 日判決（民集２巻４号 71 頁）、同昭和 27 年 12 月



























（32） 　川島＝川井編・前掲書（前注（3））377 頁以下（特に 379 頁）〔五十嵐＝瀬川〕参照。
（33） 　以下の本文の内容については、田處・前注（2）82 頁以下及び前注（3）の平成 28 年
松江地裁判決の解説（前田、訟務月報 62 巻 10 号 1674 頁以下）によるところが大きい。

















（34） 　以下、本文の内容は、近藤英吉『物権法論』（第５版、弘文堂書房・1936 年）26 頁、
71 頁による。
（35） 　「土地所有権ノ放棄二関スル件」法曹会雑誌３巻４号 92 － 93 頁（1925 年）（これに
ついては、田處・前注（2）82 頁にも言及あり）。
（36） 　林良平『物権法』（再版第三刷、有斐閣・1956 年）124 頁（なお、その疑問の具体的
内容についての言及はない）。
（37） 　鈴木禄弥『物権法講義［五訂版］』（創文社・2007 年）112 － 113 頁、関連するもの
として、同『物権法の研究』（創文社・1976 年）91 頁以下（特に 102 頁。初出は、同「フ



































ついては、本稿では、ひとまず、田處・前注（2）84 頁及び 88 頁頁以下を参照のこと）。





















（41） 　近藤・前掲書（前注（34））71 頁、林・前掲書（前注（36））124 頁参照。なお、こ
れと関連して、土地所有権の放棄と国（ドイツではラント）の先占権を定めるドイツ
民法 928 条に関しては、ここでは、ひとまず、田處・前注（2）84 頁以下も参照のこと。
























































































注（2）83 － 84 頁参照（また、田處教授の私見について、87 頁以下も示唆に富むもの
であるので、是非参照のこと）。この他、放棄による反射的な国庫への帰属に関連して、
平野・前掲書（前注（42））201 頁等も参照。

























































2012 年）24 － 25 頁等参照。






































































































（59） 　前注（1）で挙げた拙稿・広島法科大学院論集 12 号 345 頁以下（特に 352 頁以下）
参照。
